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【一般競争入札】

■売却物件（土地）

　所在地：八百津町八百津字東祇園3571番13

　現　況：宅地（登記地目：宅地）

　面　積：195.78㎡

　最低売却価格：お問い合わせください。

■売却の方法

　一般競争入札（期間入札）による売却

■スケジュール

　公示日	   9月14日（水）

　入札受付期間	 10月  3日（月）から10月12日（水）まで

　開札日	   1月  1日（日）

※�一般競争入札で落札されなかった物件は、後日先着

順（申込順）で売払相手方を決定します。詳細は、東

海財務局ホームページをご覧ください。

■照会先

　〒500-8716

　岐阜市金竜町五丁目13番地

　財務省　東海財務局　岐阜財務事務所　売却担当

　HP　http://tokai.mof.go.jp/

財務省 東海財務局 岐阜財務事務所　☎058-247-4252

国有地売却のお知らせ

建設業退職金共済事業本部　☎03-6731-2866

知っていますか？建退共制度

建退共制度は、中小企業退職金共済法に基づき建設

現場労働者の福祉の増進と建設業を営む中小企業の振

興を目的として設立された退職金制度です。

この制度は国の制度なので、安全・確実・申し込み

手続きは簡単です。事業主の方々が、労働者の働いた

日数に応じて掛け金となる共済証紙を共済手帳に貼り、

その労働者が建設業界で働くのをやめたときに、建退

共から退職金を支払うという、いわば業界全体での退

職金制度です。

■加入できる事業主：建設業を営む方

■対象となる労働者：建設業の現場で働く人

■掛け金　　　　　：日額310円

＜平成28年4月1日から制度が一部変更になりました！＞

①�退職金の予定運用利回りが2.7％から3.0％に変更さ

れました。

②�退職金の不支給期間が掛け金納付月数12月未満に緩和され

ました。（遺族請求は従来どおり12月未満で変更ありません。）

③�非共済者による移動通算の申出期間が3年以内まで延

長されました。

④移動通算できる退職金額の上限が撤廃されました。

＜建退共から事業主のみなさまへお願い＞

■�共済証紙は、労働者の就労日数に応じて適正に添付

してください。

■�「建設業退職金共済手帳」を所持している労働者が、建設業界を

引退する時は、忘れずに退職金を請求するよう指導してください。

総務省岐阜行政評価事務所　☎0570-09-0110

10/17（月）～23（日）は「行政相談週間」です

～困ったら　一人で悩まず　行政相談～

行政相談とは…

あなたの暮らしの中で、役所の仕事について不満を

感じたり、よく分からないということはありませんか？

そんなあなたの声を総務大臣が委嘱した行政相談員が

お聞きします。相談は無料で、秘密は固く守られます。

例えば…

○道路の危険な箇所を直してほしい

○介護等福祉のサービスが受けられなくて困っている

○河川の清掃・管理をしっかりしてほしい

○役所への手続きが分からない

○役所の説明に納得できない

○�特殊法人（NTT、年金事務所、郵便局など）や独立行

政法人（国立病院など）の対応に不満がある

相談日時・場所のお知らせ

■と　き　10月27日（木）　午前9時～11時

■ところ　防災センター　1階会議室

■行政相談員　今井　随祐氏

■お問い合わせ　総務省岐阜行政評価事務所

　住　所：〒500-8114　岐阜市金竜町5-13　岐阜合同庁舎

　電　話：0570-090110　ＦＡＸ：（058）248-6755

　ホームページ　http://www.soumu.go.jp/kanku/chubu/gifu.html

美濃加茂公証役場　☎26-4436

公証週間の時間外無料相談について

毎年、10月1日から7日までは、「公証週間」とされてい

ます。

公証週間中、美濃加茂公証役場において、通常の執

務時間に加えて、次のとおり時間外無料公証相談窓口

を設けますので、お気軽にご利用ください。お電話、

ご来庁いずれでも構いません。

■と　き：①10月1日（土）～2日（日）

　　　　　　午前10時～正午　および　午後1時～4時

　　　　　②10月3日（月）～7日（金）　　午後5時～7時

■ところ：美濃加茂公証役場

　　　　　�美濃加茂市古井町下古井468番地セントラ

ルビル2階

■相談例：�遺言、離婚、金銭貸借、土地建物貸借、任

意後見契約、その他公正証書作成の手続き

や内容に関する相談

お知らせ info

教育ローンコールセンター　☎0570-00-8656

お子様の教育資金をサポート！

お子様の教育資金を「国の教育ローン」（日本政策金融

公庫）がサポートいたします。高校、大学への入学時・

在学中にかかる費用を対象とした公的な融資制度です。

お子様一人につき350万円以内を、固定金利（年1.9%

（平成28年5月10日現在））で利用でき、在学期間内は利

息のみのご返済とすることができます。

詳しくは、「国の教育ローン」で検索

していただくか、コールセンターへお

問い合わせください。


